
北海道科学技術振興条例の改正について

１ 条例改正の目的

北海道科学技術振興条例（平成20年条例第４号。以下「条例」という。）の振興の対象に「人

文科学のみに係る科学技術」を追加するために条例を改正します。

２ 改正理由

① 改正「科学技術・イノベーション基本法」（平成７年法律第130号）が令和３年に施行さ
れ、法の振興の対象に「人文科学のみに係る科学技術」が追加されました。
〔追加にあたっての論点〕
・人文科学の研究手法の変容（デジタル化、先端技術、ビッグデータ等）
・研究に出口における社会需要性の確保のために人文科学の役割が重要

② 条例は、平成20年に制定され、条例附則第６項では、５年ごとに条例の見直しの検討を
行うこととされており、今年度は令和５年度に向けた検討時期にあたります。
＜参考＞条例附則
（検討）
６ 知事は、この条例の施行の日から起算して５年を経過するごとに、社会経済情勢
の変化等を勘案し、この条例の施行の状況等について検討を加え、その結果に基づ
いて必要な措置を講ずるものとする。

法の改正趣旨を踏まえ、条例の振興の対象に、「人文科学のみに係る科学技術」を追加します。
※「第４期北海道科学技術振興基本計画」においても、「人文科学」の振興について記載します。

３ 改正内容

条例第１条を次のように改正します。

新 旧

第１条 この条例は、科学技術 第１条 この条例は、科学技術（人文科学の

の振興に みに係るものを除く。以下同じ。）の振興に

関し、…ことを目的とする。 関し、…ことを目的とする。

４ 改正時期・スケジュール

令和５年第１回定例道議会に提案し、可決された場合、令和５年４月１日施行

（第４期北海道科学技術振興基本計画の開始時期と同様）

資料２



＜別紙＞

１ 科学技術振興に関する法令（法と条例の対比）

法令名 科学技術基本法 北海道科学技術振興条例
制定年 平成7年法律第130号 平成20年条例第4号
改 正 令和2年法律第63号（R3.4.1改正）

○法令名を
「科学技術・イノベーション基本法」

内 容 に変更
○法の対象に 〔条例の対象：現行〕
「人文科学のみに係る科学技術」 ・「人文科学のみに係る科学技術」は除く
「イノベーションの創出」が追加 ・「イノベーションの創出」は対象

改 正 ○令和５年は、条例附則第６項による、５年毎の見直し検討時期
理 由 ○条例：道の責務、大学等、事業者、支援団体、金融機関等の役割を明らかに

○北海道科学技術振興条例に基づく基本計画が令和５年度からスタートするのにあ
わせ、条例を見直すもの。

２ 経緯

国 道
平成７年 ●科学技術基本法改正

〔国基本計画〕
第１期(H8～H12)/第２期(H13～H17)
第３期(H18～H22)/第４期(H23～H27)
第５期(H28～R2)

平成20年 ●北海道科学技術振興条例制定
○北海道科学技術振興戦略策定
（第１期：H20～H24）

平成25年 ○新北海道科学技術振興戦略策定
（第２期：H25～H29）

※条例見直し検討（改正なし）
平成30年 ○北海道科学技術振興計画策定

（第３期：H30～R4）
※条例見直し検討（改正なし）

令和２年 ●科学技術基本法改正（R3.4.1施行）
法令名：科学技術・イノベーション基本法

令和３年 ○科学技術・イノベーション基本計画
（第６期：R3～R7）
→人文科学の振興について記載

令和５年 ●北海道科学技術振興条例改正
(R5.4.1施行)

○第４期北海道科学技術振興基本計画
策定（R5～R9）

→人文科学の振興について記載


